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入札公告（建設工事） 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

令和４年６月１３日 

国立大学法人東北大学理事 植木 俊哉 

 

◎調達機関番号 ４１５  ◎所在地番号 ０４ 

○第１号 

 

１ 工事概要等 
（１）品目分類番号 ４１ 
（２）工事名  東北大学（青葉山３）青葉山ユニバース新営工事 

（３）工事場所 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉 468-1 他 東北大学青葉山３団地構内 

（４）工事概要 本工事は、青葉山３団地において青葉山ユニバース（ＲＣ造（免震構造）、

地上４階建て、延床面積約 4,000㎡）の新営工事を行うものである。 

なお、関連する電気設備、機械設備工事については、別途発注する予定で

ある。 
（５）工期  令和５年１月３１日（火） 

       工期については財政法第４２条の規定あり。 

（６）使用する主な資材等  

コンクリート約 5,500㎥、鉄筋約 790ｔ、板ガラス約 490㎡ 

（７）本工事は、工事施工について｢ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施工計画｣及び｢工事全般

の施工計画｣（以下、｢技術提案書｣という。）を受け付け、価格以外の要素と価格を総

合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式を実施する工事である。また、品質

確保のための体制その他の施工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実に実現でき

るかどうかについて審査し、評価を行う施工体制確認型総合評価落札方式の試行工事

である。 

（８）本工事は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年 法律第１０

４号）」に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務づけ

られた工事である。 

（９）本工事は、競争参加資格確認申請及び入札を電子入札システムで行う対象工事であ

る。なお、電子入札システムにより難い者で、紙入札方式を希望する場合は、紙入札承

諾願（様式任意）を発注者に提出しなければならない。電子入札は、文部科学省入札シ

ステムホームページ（http://portal.ebid02.mext.go.jp/top/）の電子入札システムに

より行う。 

http://portal.ebid02.mext.go.jp/top/
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２ 競争参加資格 

（１）国立大学法人東北大学契約事務取扱細則第６条及び第７条の規定に該当しない者で

あること。 

（２）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをした者又は民事再生法に基づき再生手

続開始の申立てをした者にあっては、手続き開始の決定を受けた後に審査を受けた一

般競争参加者の資格を有する者であること。 

（３）文部科学省における建築一式工事の一般競争参加者の資格（会社更生法に基づき更生

手続開始の申立てをした者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てをした者に

あっては、手続開始の決定を受けた後に審査を受けた一般競争参加者の資格をいう。）

を有し、｢一般競争参加者の資格」（平成１３年１月６日 文部科学大臣決定）第１章

第４条で定めるところにより算定した点数（一般競争（指名競争）参加資格認定通知書

の記 2 の点数）が １，２００ 点（共同企業体の構成員のうち代表者以外の構成員にあ

っては、 １，０００ 点）以上であること 

（４）元請として、平成１９年度以降に完成した次の基準を満たす工事を施工した実績を有

すること（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに

限る。） 

  ① 単体又は共同企業体の代表者 

 ・構造：鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又はＰＣ造 

・階数：２階建以上 

・規模：延床面積 2,000 ㎡以上 

・用途：庁舎、教育施設、研究施設又は診療施設 

・新営又は改修の別：新営 

・工種：建築工事 

② 共同企業体の代表者以外の構成員 
 ・構造：鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又はＰＣ造 

・階数：２階建以上 

・規模：延床面積 1,000 ㎡以上 

・用途：庁舎、教育施設、研究施設又は診療施設 

・新営又は改修の別：新営 

・工種：建築工事 

（５）共同企業体の構成員は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）上の建築工事業につ

き許可を有しての営業年数が５年以上であること。ただし、相当の施工実績を有し確実

かつ円滑な施工が確保できると認められる場合においては、許可を有しての営業年数

が５年未満であっても同等として取扱うことができるものとする。 
（６）共同企業体の構成員数は、２社又は３社とする。 
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（７）共同企業体の結成方法は自主結成とすること。 
（８）共同企業体の構成員の最小出資比率は、均等割の１０分の６を下回らない範囲とする

こと。 
（９）共同企業体の代表者は、施工能力が最大で、かつ、出資比率が構成員中最も高い者と

すること。 
（10）単体又は共同企業体の代表者は、次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者

を当該工事に専任で配置できること。なお、施工場所から１０Ｋｍ以内又は東北大学が

発注する仙台市内の同一工種工事については、主任技術者の兼務を２件まで認める。ま

た、監理技術者の職務を補佐する者として政令で定める者を専任で置いた場合には、監

理技術者の兼務を２件まで認める。 
① １級建築施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。なお、

「これと同等以上の資格を有する者」とは, １級建築士の資格を有する者又はこれら

と同等以上の資格を有するものとして国土交通大臣若しくは建設大臣が認定した

者。 
② 平成１９年度以降に、元請けとして完成・引渡が完了した下記に掲げる工事を施工

した経験を有する者であること。 

・構造：鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又はＰＣ造 

・階数：２階建以上 

・規模：延床面積 2,000 ㎡以上 

・用途：庁舎、教育施設、研究施設又は診療施設 

・新営又は改修の別：新営 

・工種：建築工事 

③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する

者であること。 

（11）共同企業体の場合の代表者以外の構成員については、（10）①に定める国家資格を有

する主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、施工場所か

ら１０Ｋｍ以内又は東北大学が発注する仙台市内の同一工種工事については、主任技

術者の兼務を２件まで認める。また、監理技術者の職務を補佐する者として政令で定め

る者を専任で置いた場合には、監理技術者の兼務を２件まで認める。 
（12）競争参加資格確認申請書（以下｢申請書｣という。）及び競争参加資格確認資料（以下

「資料｣という。）の提出期限の日から開札の時までの期間に、国立大学法人東北大学

から｢建設工事の請負契約に係る指名停止等の措置要領について｣（平成１８年１月２

０日付け１７文科施第３４５号文教施設企画部長通知）に基づく指名停止措置（以下

｢指名停止措置｣という。）を受けている期間中でないこと。 
（13）上記１に示した工事に係る設計業務等の受託者（協力を受ける他の建設コンサルタン

ト等を含む。以下同じ。）又は当該受託者と資本若しくは人事面において一定の関連が
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ある建設業者でないこと。 
（14）入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 

（入札説明書参照） 

（15）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと。 

 
３ 総合評価に関する事項 
（１）落札者の決定方法 

① 入札参加者は、｢価格｣及び｢技術提案書｣をもって入札を行い、次のア、イの要件に

該当する者のうち、下記（２）④によって得られる評価値の最も高い者を落札者とす

る。 
ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 
イ 評価値が、標準点を予定価格で除した数値（基準評価値）に対して下回らない

こと。 
② ①において、評価値の最も高い者が２人ある時は、くじを引かせて落札者を決定す

る。 
（２）総合評価の方法 

標準点を１００点とする。加算点は最高５３点とし、技術提案書の内容に応じ与え

る。なお、「ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施工計画」については、入札説明書に参考

として示した標準案により入札に参加する（技術提案を行わない）場合は「工事全般

の施工計画」に関してのみ、加算点を算出し与える。施工体制評価点は下記３（３）

③の評価項目において、企業の施工体制に応じ、最高３０点を与える。なお、施工体

制評価点の低い者に対しては、加算点を減ずる場合がある。 

① 「ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施工計画」については、評価項目毎にＡ＋（10点）

/Ａ（9点）/Ａ－（8点）/Ｂ＋（7点）/Ｂ(6点)/Ｂ－（5点）/Ｃ＋（4点）/Ｃ(3点)/

Ｃ－（2点）/Ｄ(1点)/ Ｅ（0点）で評価する。 

② 「工事全般の施工計画」に関しては提案の内容により、Ａ＋（10 点）/Ａ（9 点）/

Ａ－（8点）/Ｂ＋（7点）/Ｂ(6点)/Ｂ－（5点）/Ｃ＋（4点）/Ｃ(3点)/Ｃ－（2点）

/Ｄ(1点)/Ｅ（0点）/不適切又は未提出（欠格）で評価する。 

③ ②において、「不適切（欠格）」の評価を受けた者については、入札の参加は認め

られない。 

④ 価格及び、価格以外の要素による総合評価は、入札参加者の｢標準点｣と｢加算点｣及

び「施工体制評価点」の合計を、当該入札者の｢入札価格｣で除して得た｢評価値｣を

もって行う。 
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（３）評価項目 
評価項目は以下のとおりとする。（詳細は入札説明書による。） 

① 企業の信頼性・社会性 

   ・ワーク・ライフ・バランス等の推進 
② ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施工計画 

・総合的なコスト ライフサイクルコスト 

・性能等 機能・強度・耐久性等 

・社会的要請 騒音、振動等の対策やＣＯ２削減、省資源、リサイクル等環境対策 

③工事全般の施工計画① 

・施工上考慮すべき事項等の技術的所見 

④ 工事全般の施工計画② 

・免震構造の性能を確保する取り組みについて 

⑤ 企業の施工体制 

・品質確保の実効性 

・施工体制確保の確実性 

（４） 受注者の責により、採用された｢ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施行計画｣及び提案し

た｢工事全般の施工計画｣に基づく工事が実施されていないと認められる場合は、指

名停止措置を行うものとする。 
４ 入札手続等 
（１）担当部局 

〒９８０－８５７７ 宮城県仙台市青葉区片平２－１－１ 
東北大学施設部計画課 契約・監理室契約・監理係  
電話番号 ０２２－２１７－４９４６ 

（２）入札説明書等の交付期間及び交付方法 

令和４年６月１３日（月）から令和４年７月４日（月）まで 

入札説明書等の交付に当たっては、「文部科学省電子入札システムＨＰ」 

(http://portal.ebid02.mext.go.jp/top/)本学の当該調達案件からダウンロードするこ

と。 

また、図面の交付にあたっては、実費により交付する。 

（３）競争参加資格確認申請書（以下｢申請書｣という。）及び競争参加資格確認資料（以下

｢資料｣という。）の提出期間、提出場所及び提出方法 
令和４年６月１３日（月）から令和４年７月４日（月）１５時００分までに電子入札

システムにより提出を行うこと。ただし、発注者の承諾を得て紙入札方式にて参加を希

望する者は、令和４年６月１３日（月）から令和４年７月４日（月）１５時００分まで

に上記４（１）へ持参すること。 

（４）入札及び開札の日時、場所並びに入札書の提出方法 

http://portal.ebid02.mext.go.jp/top/
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入札書は、電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札参加希望者は、 

紙により持参又は郵送（簡易書留等の配達記録が残るものを必ず利用するものとす

る。）すること。 
① 入札書の提出期限は、令和４年８月２３日（火）１５時００分（必着）。紙により

入札書を提出する場合、提出場所は、上記４（１）と同じとする。 

② 開札は、令和４年８月２４日（水）１０時００分。東北大学施設部計画課３階大会

議室において行う。 

５ その他 
（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 
（２）入札保証金及び契約保証金 

 ①  入札保証金 見積もる入札金額（税込み）の１００分の５以上の入札保証金を納

付すること。ただし、銀行等の保証をもって入札保証金の納付に代えることができる。

なお、落札者が契約を結ばない場合は、本学に帰属する。また、入札保証保険契約の

締結を行い、又は契約保証の予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。 
②  契約保証金 契約金額の１００分の３０以上の契約保証金又はこれに代わる担保

を納付又は提供すること。ただし、保険会社との間に国立大学法人東北大学理事を被保

険者とする履行保証証券契約（契約金額の１００分の３０以上）を締結し、その証書を

提出する場合又は保険会社と工事履行保証契約（契約金額の１００分の３０以上）を締

結し、その証書を提出する場合は契約保証金の納付を免除する。 
（３）入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に 

虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

（４）落札者の決定方法 契約事務取扱細則第２０条の規程に基づいて作成された予定価 

格の制限の範囲内で有効な入札を行った者のうち評価値の最も高い者を落札者とす

る。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容

に適合した履行がなされない恐れがあると認められるとき、又はその者と契約するこ

とが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがあって著しく不適当であると認められ

るときは予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最も評価値が

高い者を落札者とすることがある。 

（５） 本工事に係る技術提案書等の提出にあたって、ＶＥ提案により施工しようとする場 

合は、その内容を示した技術提案書を提出すること。ただし、ＶＥ提案が適正と認めら

れなかった場合においては、標準案により入札に参加できる。また、標準案に基づき施

工しようとする場合は、標準案によって入札に参加する旨を記載すること。 

（６） 配置予定技術者の確認  落札決定後、CORINS等により配置予定の監理技術者の専

任制違反の事実が確認された場合の外は、申請書の差替えは認められない。 

（７） 手続における交渉の有無 無。 
（８） 契約書作成の要否  要。 
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（９）施工体制の審査のため、ヒアリングを実施するとともに、ヒアリングに際して追加資

料の提出を求めることがある。 

（10） 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との 

随意契約により締結する予定の有無  無。  

（11）ＶＥ提案の採否 ＶＥ提案の採否については、競争参加資格の確認の通知に併せ 

て通知する。 

（12）関連情報を入手するための照会窓口        上記４（１）に同じ。 
（13）一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加  上記２（３）に掲げる一般競 

争参加資格の認定を受けていない者も上記４（３）により申請書及び資料を提出する 

ことができるが、競争に参加するためには、開札の時において、当該資格の認定を受 

け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければならない。 

（14）本工事は、低入札価格調査対象工事に係る特別重点調査の対象工事である。 

（15）詳細は入札説明書による。 
 

６ Summary 

(1)  Official in charge of disbursement of the procuring entity：Toshiya Ueki，Executive 

Vice President（for General Affairs, Financial Affairs and International Relations），

Tohoku University，National University Corporation 

(2) Classification of the services to be procured：41 

(3) Subject matter of the contract：Construction work of Building for Tohoku University 

(4) Time-limit for the submission of application forms and relevant documents for the 

qualification：3：00 P．M ．4，July，2022 

(5) Time-limit for the submission of tenders by electronic bidding system：3：00 P．M．

23，August，2022（tenders brought along：3：00 P．M．23，August，2022 or tenders 

submitted by mail ：3：00 P．M．23，August，2022） 

(6) Contact point for tender documentation：Accounts of institution section，Facilities 

Planning Division，Facilities Department，Tohoku University，2-1-1 Katahira，Aoba-

ku，Sendai-shi，Miyagi-ken，980-8577 Japan，TEL 022-217-4946 
 

 


